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令 和 ２ 年 度  事 業 計 画 書 

※新型コロナウイルス感染症の状況により、計画内容の変更や中止等があることを予めご

了承ください。 

１．音楽録音事業に関する調査及び研究 

 
（１）音楽録音事業の基盤となる音楽産業の現状及び将来性についての調査及び研究 

①関連団体、音楽業界誌などの資料により、音楽制作の市場規模、動向等の調査を実施する。 
②中国交流プロジェクトの一環として前期に実施した北京訪問ツアーを経て、中国との技術交流

による双方の人材育成および音楽制作の日本国内への取り込みに向けて、現地コーディネータ

との連携を取りながら情報収集を進める。 
 
（２）スタジオ使用の実態調査及び研究 

①８月、法人正会員社及び準会員社の売上規模、時間単価の推移、稼働状況、スタジオ使用

料、スタジオ使用規程新ルールの適用状況、労務管理と従業員の労働環境等及び問題点を把

握するため、第１９回音楽スタジオ事業経営実態調査を実施する。 
 
（３）音楽録音事業従事者の雇用に関する調査及び研究 

①３月、法人正会員社、準会員社を対象とし、年間の新規雇用実績について調査を実施する。 
②３月、法人正会員社、準会員社を対象とし、担当業務別雇用形態について調査を実施する。 

 
２．音楽録音事業に関する研修会及びセミナー等の開催 

 

（１）スタジオ運営に関する研修会等の開催 

①１１月、スタジオ運営に関する問題点を把握し、対応を図るために経営者・マネージャーが参

加する第１５回スタジオ意見交換会を実施する。 
②法人正会員社及び準会員社を対象とした情報交換会を定期開催し、様々な会員社間の情報及び

検討課題についての共有化を図る。 
 
（２）スタジオ施設に関する見学会の開催 
  ①賛助会員を主な参加対象者とする非会員のスタジオ見学会を３回実施する。 
 
３．音楽録音事業に関する機材及び技術の調査並びに人材育成 

 

（１）エンジニアの質的向上を図るため、国内の専門家を講師とする研修会 

  ①５月１９日（火）、株式会社メディア・インテグレーションＲＯＣＫ ＯＮ ＰＲＯセミナールームに

於いて、「Ａｖｉｄ Ｐｒｏ Ｔｏｏｌｓセミナー」を実施する。 

（※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。） 

②６月７日（日）、東京国際フォーラムＤ５ホールに於いて、一般社団法人日本オーディオ協会が

主催する「ＯＴＯＴＥＮ２０２０」に協力し、以下の内容により技術セミナーを実施する。 

（※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、４月１３日に中止が発表された。） 

内 容：「アナログマスターテープに込めた思いを伝える！」とし、音楽試聴文化がストリー

ミング再生（利便性）中心に推移していく今、アナログマスター音源の魅力（音の

質の力）を伝える。 

司会：高田 英男 日本音楽スタジオ協会会長 

下記４社の各代表者にアナログマスター音源をプレゼンいただく。 

キングレコード株式会社（株式会社キング関口台スタジオ） 

株式会社 JVC ケンウッド・ビクターエンタテインメント（ビクタースタジオ） 

日本コロムビア株式会社（日本コロムビアスタジオ） 
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株式会社ミキサーズラボ 

③アナログレコード・カッティングエンジニアによるトークセッションを実施する。 
  ④ＡＩプラグインを使用した各種音創りセミナー（マスタリング、ミキシング、ラウドネス等）

を実施する。 
  ⑤第 26 回日本プロ音楽録音賞において受賞した３Ｄサラウンド作品を担当した各エンジニアを

講師とし、録音～ミックス作業についての講義、および東京藝術大学生による３Ｄサラウンド

作品紹介の試聴会を実施する。 
⑥賛助委員会／技術委員会の共同開催により、スモールモニタースピーカ各種試聴会を実施す

る。 
  ⑦１１月１２日（木）、幕張メッセに於いて開催される「Ｉｎｔｅｒ ＢＥＥ ２０２０」に関し、賛助会員社

ブースツアーを実施する。 
  ⑧人材育成を目的とした北京（中国伝媒大学および中国録音技師会等）との技術交流セミナー東

京開催に向けて情報交換を進める。 
 

（２）エンジニアを対象とした機器メーカーによる新規開発技術及び新機器についての研修会 

  ①賛助会員社へ新製品発表会計画等のアンケートを実施し、新製品発表会や説明会に対して、

告知や集客のサポートを推進する。 
 

（３）資格認定制度の実施 

  ①４月２０日（月）、第１９回ＪＡＰＲＳ認定「サウンドレコーディング技術認定試験」の実施に対応

した問題集／技術資料集を発行する。 
  ②４月下旬、第１７回ＪＡＰＲＳ認定「Ｐｒｏ Ｔｏｏｌｓ技術認定試験」の告知ポスター、パンフレットを配

布する。 

  ③６月２０日（土）、第１７回ＪＡＰＲＳ認定「Ｐｒｏ Ｔｏｏｌｓ技術認定試験」の実施に対応した問題集／技

術資料集を発行する。 

  ④７月５日（日）、第１９回ＪＡＰＲＳ認定「サウンドレコーディング技術認定試験」を実施する。 
（※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、１０月１１日（日）へと日程を変更し実施する。） 

  ⑤９月６日（日）、第１７回ＪＡＰＲＳ認定「Ｐｒｏ Ｔｏｏｌｓ技術認定試験」を実施する。 

  ⑥３月中旬、第２０回ＪＡＰＲＳ認定「サウンドレコーディング技術認定試験」の告知ポスター、パン

フレットを配布する。 
⑦３月２０日（土）、ＪＡＰＲＳ技術マニュアル「サウンドレコーディング技術概論・2021年版」を発

行する。 

 
（４）専門学校の学生を対象とした研修会 

  ①５月１６日（土）、専門学校学生を対象とし、ＪＡＰＲＳ法人正会員、準会員、賛助会員企業の出展

による就職支援説明会「ＪＡＰＲＳ企業説明会」を東放学園音響専門学校・渋谷校舎に於いて実施す

る。（※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため延期とした。） 

  ②６月１３日（土）及び２０日（土）、２７日（土）、専門学校の学生及び音楽・芸術系大学生（名

古屋地区）を対象とし、正会員スタジオ２社及び専門学校１校の協力によりプロのレコーディン

グスタジオにおけるセッション開始前のスタジオセットアップ及びミックスダウン時のアシス

タントの役割を体験させることを目的とする「2020年 ＪＡＰＲＳレコーディングセミナー（スタジ

オワーク編）」を大阪及び東京地区並びに名古屋地区に於いて実施する。 
（※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため延期とした。） 

  ③１１月２１日（土）、王子・北とぴあ ６Ｆドームホールに於いて、専門学校学生を対象とした「２

０２０年度ＪＡＰＲＳ新人エンジニア育成研修会」を実施する。 
  ④上記以外に各専門学校からの個別の要望による技術研修会等については、別途に対応を図り実施

を検討する。 
 
（５）専門学校に於ける職業実践専門課程に関する教育課程編成への協力 
  ①賛助会員専門学校のうち、文部科学省に申請を検討する専門学校及び申請許可を得た後の対策を



- 22 - 

 

図る専門学校については、各専門学校より教育課程編成委員としての就任要請が有った場合、そ

の都度協議し、委員を選定して協力する。 
 
４．音楽録音事業に関する技術及び仕様の標準規格の調査及び策定 

 
（１）音楽録音スタジオに於ける使用規程モデルの新ルール周知の徹底 

  ①新ルールを告知するためのポスター及びチラシを作成、会員スタジオ内での掲示及びスタジオ使

用者への周知活動を推進する。 
 
（２）音楽制作に係る関連三団体による制作環境の再構築と標準化 

①東京音楽事業者連盟及び一般社団法人演奏家権利処理合同機構ＭＰＮとともに設立した「レコー

ディング三者協議会」に於いて、音楽録音業務に係る様々な検討課題の整理・標準化を図るとと

もに、音楽文化の発展に向け、広報、交流活動を含めた活動を推進する。 
 

（３）音響設計に関する基礎知識の標準化 

①ＪＡＰＲＳ推奨「音楽録音スタジオにおける音響設計ガイドブック」第８刷の頒布を図る。 
 

（４）ＤＶＤ-Ｖｉｄｅｏの音声規格に関する標準化 

①平成２１年９月に発行した「サウンドエンジニアのためのＤＶＤ-Ｖｉｄｅｏ音声基礎講座」の頒布を 

図る。 
 
５．音楽録音事業に関する内外関連機関等との交流及び協力 

 

（１）音楽制作関連団体との技術交流会の開催 

  ①下期、「第３１回ＮＨＫ技術交流会」の実施を予定する。 

（※令和元年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止により延期とした。） 
 
（２）音楽制作関連団体との情報交換を行う協議会等の開催 

①東京音楽事業者連盟、一般社団法人演奏家権利処理合同機構ＭＰＮとともに、音楽制作に関連す   

る課題の解消を目的として設立したレコーディング三者協議会（略称：ｒｅｆ）に参画し、活動を   

推進する。 
②一般社団法人演奏家権利処理合同機構ＭＰＮとの業務提携契約書によるＭＰＮ ＢＯＸの活動を推進

する。 

③平成２７年８月より特定非営利活動法人日本レコーディングエンジニア協会との協議に基づき

開始した事務局運営業務の受託については、今期以降も継続して業務を遂行する。 
 

（３）関連団体が主催する表彰制度及び機器展への協力 

  ①一般社団法人日本オーディオ協会が主催し、６月６日（土）～７日（日）に有楽町・東京国際フ

ォーラムに於いて開催する「Ａｕｄｉｏ ＦＡＩＲ ２０２０（ＯＴＯＴＥＮ）」を後援する。 

（※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、４月１３日に中止が発表された。） 

②一般社団法人日本ポストプロダクション協会(ＪＰＰＡ)が主催し、編集技術者の質的向上を目的   

として映像・音響作品及び編集技術者を奨励し、表彰する「ＪＰＰＡ ＡＷＡＲＤＳ ２０２０」を後援す       
る。 

③一般社団法人電子情報技術産業協議会(ＪＥＩＴＡ)が主催し、１１月１１日(水)～１３日(金)に幕   

張メッセに於いて開催する第５６回２０２０年国際放送機器展「Ｉｎｔｅｒ ＢＥＥ ２０２０」に協力する。 
 

６．音楽録音事業に関する表彰制度の拡充 

 

（１）日本プロ音楽録音賞の実施 

  ①特定非営利活動法人日本レコーディングエンジニア協会、一般社団法人日本オーディオ協会、一

般社団法人日本レコード協会、一般社団法人演奏家権利処理合同機構ＭＰＮ、日本放送協会と運営
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委員会を組織することにより、「第２７回日本プロ音楽録音賞」を実施し、１２月２日（水）東京

国際フォーラムＤ７ホールに於いて授賞式を開催する。 
 （※新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、下記内容が検討され開催を見送りとした。） 

・対象応募作品への影響（新譜リリースや新番組放送の延期） 
・審査運営および会場となるスタジオが影響を受けている状況での協力要請が困難 
・審査時における３密への懸念（長時間の閉鎖空間における審査、リスニングポイント） 
・授賞式開催時期12月頃の第2・3波への懸念（授賞式、パーティーでの３密） 
・27年目を迎えたプロ録のあるべき姿や運営方法の見直し時期に来ているが、 実施内容の見直し

に向けた詳細打ち合わせが困難 
 
７．音楽録音事業に関する情報の収集及び提供 

 

（１）技術資料集の頒布 

  ①４月２０日（月）、２０２０年度版「サウンドレコーディング技術認定試験問題集／技術資料集」

を発行する。 
②６月２０日（土）、２０２０年度版「Ｐｒｏ Ｔｏｏｌｓ技術認定試験問題集／技術資料集」を発行する。 
③３月２０日（土）、録音に関する協会技術マニュアル「サウンドレコーディング技術概論・2021

年版」を発行する。 
 

（２）インターネットの有効的な活用の推進 

  ①ＪＡＰＲＳホームページの強化を図るため、ＳＮＳへの対応を含め、各委員会が実施する活動内容につ

いてタイムリーな情報発信を継続する。 

  ②ＪＡＰＲＳホームページ上に情報公開を行う。 

  ③資格認定制度の実施に伴い、技術認定試験案内及び受験申請者用メールフォームを開設し、利便

性を図る。 
  ④「第２７回日本プロ音楽録音賞」の応募要項、ノミネート作品、受賞作品等に関する告知活動を

強化する。 

 

（３）会報の発行 

  ①会報「ＪＡＰＲＳ」を、紙媒体により６月及び１月に発行する。 

 

８．前各号に掲げるもののほか、本会の目的を達成するために必要な事業 

 

（１）未加入音楽スタジオの入会促進 

  ①会員募集を推進する。また賛助会員の募集も併せて行う。 
 

（２）会員相互の交流会の実施 

  ①６月５日（金）、通常総会後に会員の親睦、情報交換を目的として懇親会を開催する。 
（※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。） 

  ②８月４日（火）、賛助会員及び正会員の親睦、情報交換を目的として賛助会員交流会を実施する。 
  ③会員及び関連先との親睦を目的とした第３２回ＪＡＰＲＳゴルフコンペを開催する。（開催時期・会

場未定） 

  ④１２月９日（水）、御茶ノ水ホテルジュラクに於いて、会員相互の情報交換と親睦を目的とした

年末交歓会を開催する。 

  ⑤１月２１日（木）、明治記念館に於いて、会員及び関連団体を対象とした賀詞交歓会を開催する。 

 

更に、本年度の事業目的遂行のため、次の諸官庁並びに諸団体と常に連絡協調を保持しつつ、業務

を推進する。 
 
経済産業省   中小企業庁   文部科学省   文化庁    総務省   公正取引委員会 
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全国中小企業団体中央会(全国中央会)  インディペンデント・レコード協会(ＩＲＭＡ)  インデ

ィペンデント・レコード製作事業者協会(ＩＲＩＡ)  インディペンデント・レーベル協議会(ＩＬＣ)  

ＡＥＳ日本支部  演奏家権利処理合同機構ＭＰＮ  日本音楽産業・文化振興財団(ＪＭＣＥ)  電子

情報技術産業協会(ＪＥＩＴＡ)  日本音楽出版社協会(ＭＰＡ)  日本音楽制作者連盟(ＦＭＰＪ、音制

連)  音楽電子事業協会(ＡＭＥＩ)  コンピュータソフトウエア著作権協会(ＡＣＣＳ)  実演家

著作隣接権センター(ＣＰＲＡ)  私的録音補償金管理協会(ｓａｒａｈ)  コンサートプロモーターズ

協会(ＡＣＰＣ)  東京音楽事業者連盟(音事連)  特定ラジオマイク運用調整機構(特ラ機構)    

日本エレクトロニクスショー協会  日本オーディオ協会(ＪＡＳ)  日本音楽家ユニオン  日本

音楽事業者協会(ＪＡＭＥ、音事協)  日本音楽著作権協会(ＪＡＳＲＡＣ)  日本音響家協会(ＳＥＡＳ)  

日本芸能実演家団体協議会(芸団協)  日本作編曲家協会(ＪＣＡＡ)  日本シンセサイザープロフ

ェッショナルアーツ(ＪＳＰＡ)  日本舞台音響家協会  日本舞台音響事業協同組合  日本放送

協会(ＮＨＫ)  日本ポストプロダクション協会(ＪＰＰＡ)  日本レコーディングエンジニア協会

(ＪＡＲＥＣ)  日本民間放送連盟(ＪＢＡ、民放連)  日本レコード協会(ＲＩＡＪ)  パブリック・イン・

サード(ＰＩＴ)  レコーディング・エンジニア・オブ・九州(ＲＥＯＫ)  レコーディング・ミュージ

シャンズ・アソシエイション・オブ・ジャパン(ＲＭＡＪ) 

（ ）内は、略称・通称 


